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はじめに（調査の背景及び目的） 

【背景】 

電気料金は企業原価のおよそ 5～10％を占めるが、東京電力・福島第一原子力発電所の

事故発生以降、全国的に電気料金の値上げが続いた。原発事故以降、関西電力は 2 回にわ

たる電気料金の値上げを行い、最近の石油価格の急落で料金は値下がり傾向にあるものの、

今後の先行きは不透明である。 

「電気料金の値上げが企業活動に及ぼす影響」に関する最近のアンケート調査結果（大

阪信用金庫、取引先 1,776 社を対象とした調査、２０１５年 5 月実施）によれば、料金値

上げの企業利益への影響については業種別に違いはあるものの、製造業（加工業含む）で

は「利益が減少」とする社が 50.4％と最も多く、以下、「ほとんど影響ない」（22.6％）、

「わからない」（17.5％）、「増加する」（9.5％）という結果になっており、値上げによっ

て利益にマイナス影響を受けた企業は過半を超えて、またその対策はどうであったかは次

表のようであった。 

 

図表 1 電気料金の値上げが企業活動に及ぼす影響に関するアンケート調査結果 

〇電気料金値上げの利益への影響（業種別構成比、有効回答企業数：1,237 社） 

 総 計 製造業 卸売業 小売業 飲食業 建設業 ｻｰﾋﾞｽ業 運輸業 不動産業 

減少する 

 

38.2% 50.4% 25.2% 39.0% 55.8% 24.0% 39.8% 33.3% 18.8% 

ほとんど 

影響はない 

32.4% 22.6% 44.9% 23.7% 13.0% 50.3% 26.6% 46.7% 55.1% 

増加する 

 

8.0% 9.5% 8.8% 5.9% 14.3% 7.7% 6.4% 3.3% 4.4% 

わからない 

 

21.4% 17.5% 21.1% 31.4% 16.9% 18.0% 27.2% 16.7% 21.7% 

 

〇電気料金値上げに対する対策（業種別構成比、有効回答企業数：1,237 社） 

 総 計 製造業 卸売業 小売業 飲食業 建設業 ｻｰﾋﾞｽ業 運輸業 不動産業 

既 存 設 備 で

節電を実施 

58.3% 57.4% 56.5％ 55.0％ 55.8％ 62.8％ 62.4％ 63.3％ 50.7％ 

設 備 を 省 エ

ネ型に更新 

27.2% 27.3% 30.6％ 23.1％ 27.3％ 25.7％ 24.3％ 31.7％ 37.7％ 

打つ手が 

ない 

24.3％ 25.3％ 24.5％ 32.0％ 33.8％ 19.1％ 24.9％ 6.7％ 17.4％ 

契 約 電 力 会

社の見直し 

8.4％ 13.1％ 5.4％ 6.5％ 5.2％ 4.4％ 6.9％ 10.0％ 11.6％ 

人件費の 

削減 

4.4% 6.4% 4.1％ 3.6％ 2.6％ 3.8％ 4.6％ 3.3％ 1.4％ 

その他 

 

2.2% 2.5% 3.4％ 1.8％ 0.0％ 3.3％ 1.2％ 3.3％ 0.0％ 

（出典）大阪信用金庫「電気料金値上げの影響と特定規模電気事業者（PPS）の利用について」

におけるアンケート調査結果（2015 年 5 月実施） 
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同調査をみると、電気料金が企業原価に占める割合が製造業に比べると低い業種（例  

運輸業）においても、値上げへの対策として「既存設備での節電を実施」（63.3％）、「設備

を省エネ型に更新」（31.7％）、「契約電力会社の見直し」（10.0％）が続くなど、様々な対

策が検討されている。 

 

 さて、平成 28 年 4 月からは家庭用や商店などの電力（低圧電力）の小売も自由化され、

これで平成 12 年から段階的に自由化されてきた電力の小売り事業は全て自由化される。４

月以降はいずれの企業、事業所も家庭でもどこから電力を調達（購入）してもよいことと

なった。 

 

 関西地区に関していえば、既に一部の自治体、大手の病院や企業など大口電力契約者を

中心に従来の電力会社（関西電力）離れがあり、平成 26 年 10 月で契約件数では約 13,000

件、平成 27 年 10 月では関電の契約電力総量の 10％強が新電力事業者（新電力会社）と

の契約に変更されたという。新電力会社については後に詳しく見るが、年々その数は増加

しており、今日ではおよそ 850 社（経済産業省登録数）に達している。ガスや石油などエ

ネルギー関連企業、ソフトバンクなどの通信企業、丸紅など商社、さらにスーパーマーケ

ットなど小売商業系、ベンチャー企業など種々の電力供給（小売り）会社が登場している。 

 

 

［本調査の目的］ 

 今日、わが国電力小売りの世界は戦国時代の幕開けを迎えたといってもよい。つまり、

従来からの計 10 社の一般電力会社間同士、さらにそれと数百に及び増えつつある新電力会

社の間での「料金」や「サービス」、「電源の種類」などの差別化や競争が激しくなってい

る。関電などが料金値下げを発表すれば、新電力会社も対抗してさらに料金値下げを提案

するという顧客の争奪競争が続くものと思われる。このような新旧電力会社間の競争が進

んでいる一方、新電力会社の料金提案も社によって異なっている。したがって、このよう

な時期には安定的でかつ安い電力を購入しようとする消費者（企業）は、より賢くなるこ

とが求められている。 

 

本調査の目的は、このためのわかりやすい参考材料を提供することにある。緊急の課題

は次の諸点である。 

 

  

①事業所用（高圧）電気料金計算のしくみを知ること 

 毎月電力会社から請求を受けているものの、意外に理解されていない。「基本料金」「電

力量料金」「その他」について中身をよく理解することは電気料金抑制の基本である。 
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②新電力会社の中身や実態を知ること 

 後に見る企業調査（アンケート）でも、新電力会社について「よく知らない」「情報が不

足」などとする企業が非常に多い。 

 

③新電力会社が提示する料金・サービス等の条件を正しく理解すること 

 電力料金以外に使用するガス料金などとセットになった料金（割引料金）のものがある

など、料金体系が複雑になることが予想される。 

 

④契約の種類・中身をよく理解すること 

 現在、大口契約をしている企業や事業所でも、大半は「複数の電気小売業者を契約する

仕組み」－「部分供給契約」については「知らない」と回答している（後述）が、支払料

金単価（kWh あたり料金）が高い企業の場合には、この「部分供給契約」をするのが有利

となる場合が多い。 

 

⑤共同受電や地域受電の可能性をさぐること 

 マンションの場合が好例である。管理組合や分譲会社が電気事業者との間で、単価が安

い高圧電力の一括契約を行い、次にそれを変圧の上、各住戸に配電するというような仕組

みで結果的に各住宅の電力料金が安くするというものである。これと同じように地域ごと

の共同受電の仕組みの可能性を探る必要がある。 
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第１章 企業向け電気料金の実情 

第１節 企業向け電気料金の現状と近年の動き 

（１） 電気料金の現状と近年の動き 

【電気料金の構造】 

電気料金は、使用する電力量など経営コストにかかわる部分以外に、電力会社が調達す

る燃料費の変動分と、それらに加えて再生可能エネルギー発電への促進課金（現在は一律

に kWh あたり 1.58 円）から成っている。「燃料費調整制度」にもとづき、3 か月間の燃

料費の平均値が 2 か月後に反映されるため、電力量料金は月単位で変動している。 

この電力量料金に、再生可能エネルギーのコストを全国一律に消費者に転嫁した金額（再

生可能エネルギー発電促進賦課金）を加え、実際の電気料金が算定される構造となってい

る。 

 

図表 2 電気料金の構造 

 

☆基本料金  

  毎月の電力使用量と関係のない定額部分である。 

 契約電力（最大デマンド値 kW）× 基本料金単価（円／kW ）× 力率割引）となる。 

 なお、力率割引とは、事業所内の使用機器の電力使用の効率で、効率 85％が標準（1.0）

となっている。仮に、機器の電力使用効率がよく 90％ならば、 

力率割引値は 1.85 ― 0.90 = 0.95、力率が 1.0 ならば同割引は 0.85 となる。 

 

☆使用量料金 

  実際の使用量に応じた料金の部分である。 

使用電力量（kWh）×従量料金単価（円／kWh） 

 

従量電力料金（円／kWh）は一律ではない。例えば、時間帯別に昼間と夜間、また曜日

や季節（夏季とそれ以外）別などによって単価（円／kWh）はかなり異なる。この時間帯

別料金差を利用することによって、電力使用時間帯を昼間以外の夜間などに移す工夫（ピ

ークシフト）による料金削減が可能となるわけである。 

 

☆燃料費調整単価（円／kWh） 

  発電の主なエネルギー源の原油や LNG 価格の変動を調整するもの。 
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【燃料価格の推移】 

燃料価格の推移をみると、原油及び LNG の輸入価格は 2014 年までともに上昇傾向が

続いてきたものの、2015 年前半に大幅に下落した。 

この燃料輸入価格の大幅下落の主な背景として、シェールガスの増産が挙げられる。具

体的には 従来困難であったシェール層からのガスの生産が技術革新により本格化し、米

国を中心に供給量が大幅に増加して世界的に燃料が供給過多となり、価格が下落したと考

えられる。 

しかし、今後、新興国を中心とした世界人口の増加によりエネルギー需要量が増加する

なかで、燃料供給量は価格を維持するよう抑制方向に働くと考えられるため、燃料価格は

中・長期的に再び上昇する可能性が高い。 

 

図表 3 燃料価格の推移 

 

（注）上記の燃料輸入価格は為替レートの変動を織り込んだ値。 

（出典）財務省「貿易統計」より作成 
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【電気料金の見通し】 

この先、人口増加を背景とした世界的なエネルギー需要の増加により、石油や石炭、LNG

など燃料価格は次第に上昇していくとみられることや、再生可能エネルギーの増加に伴う

コスト負担も重くなってくることから、最近は燃料（石油価格）の大幅な値下げが見られ

るものの、長期的には電気料（単価）は上昇要素が多く先行きは楽観できない。 

 

図表 4 世界人口の見通し 

 

（出典）United Nations, “World Population Prospects, the 2012 Revision.” 

 

図表 5 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価の推移 

期 間 単 価 

2012 年 8 月～2013 年 4 月 月あたり 0.22（円/kWh） 

2013 年 5 月～2014 年 4 月 月あたり 0.35（円/kWh） 

2014 年 5 月～2015 年 4 月 月あたり 0.75（円/kWh） 

2015 年 5 月～2016 年 4 月 月あたり 1.58（円/kWh） 
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（２） 関西地区における電気料金の現状 

【電気料金の状況】 

関西電力は東日本大震災以降、2013 年 5 月と 2015 年 6 月の２回の値上げを行って

おり、１回目は平均 9.75％、２回目は平均 8.36％の値上げを実施している1。 

関西電力の電気料金単価をみると、緩やかな上昇を続け、１回目の値上げで大幅に上昇

し、その後の消費税率の引き上げに伴い再び大幅に上昇した。以降は横ばいを続け、2 回目

の値上げの影響は燃料価格の下落に打ち消され、電気料金単価は落ち着いた状態にあるも

のの、最新の単価は５年前と比べると 20％程度高い水準となっている。 

  

図表 6 関西電力の電気料金単価の推移 

 

（注）上記の電気料金単価は税込みの値。 

（出典）関西電力公表のモデル的な家庭の支払額をもとに作成 
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[在阪中小企業の電力調達（購入）の現状] 

 大阪府内に本社を持つ中小企業について、その電力使用状況や、近年の前述した関電の

電気料金の（２回の）値上げの影響やそれに対する企業の対応策についての調査例※があ

る。これによって在阪中小企業の電力調達先や電気料金などの現状を見たい。 

 

※「大阪での電力確保に向けた検討に関するアンケート（中小企業向け）結果報告」 

（近畿経済産業局） 

・調査時期：2015. 8（平成 27 年８月） 

・調査対象：大阪府内に本社をもつ製造業、卸小売業、サービス業 合計 500 社 

・回答企業：計 70 社（内、製造業 37 社） 

 

（1）現在の電力調達（購入）先 

   関西電力 63 社、新電力会社 2 社、無回答 5 社 

 

（2）契約している電力量 

   平均 716kW、最小 11kW、最大 22,800kW 

 

（3）直近 1 年間の使用電力量 

   平均 1275.5 千 kWh、最小 5 千 kWh、最大 47,562 千 kWh 

○業種別概要                  （単位：千 kWh） 

 製造業（N=27） 卸売業（N=16） 小売業（N=4） 

平均 2144.49 87.36 382.66 

最大 47562.00 422.00 985.10 

最小 5.00 6.00 58.00 

 

（4）支払電気料金(直近 1 年間の総額) 

   平均 14,042,403 円、最小 127,000 円、最大 478,420,727 円 

  ○電気料金概算（kWh あたりの料金…関西電力利用企業による集計） 

                            （単位：円） 

 製造業（N=27） 卸売業（N=16） 小売業（N=4） 

平均 22.80 23.50 21.26 

最大 40.41 30.82 26.03 

最小 10.06 15.42 15.36 
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（5）電力料金値上げ（平成 25、27 年）の影響は 

   × 影響を受けた  大きな影響 16 社（23％） 

     （計 40 社）   多少の影響 3 社（4.8％） 

△ あまり影響はなかった  12 社（17％） 

○ 全く影響はなし      2 社（3％） 

 

（6）料金値上げに対してピークカットなど対応を行ったか 

   ○※ピークカットや※ピークシフトの対応 

      行った 14％、 行っていない 79％ 

 

   ○ピークカットやピークシフトの取組みについて 

     ・会社の事業性格からみて取り組むのはむずかしい 64％ 

     ・電気料金が安くなるなら取組みたい      17％ 

     ・電気料金の如何にかかわらず取り組みたい     4％ 

     ・無回答                    12％ 

 

（7）今後の電力調達（購入）先の変更について 

     ・変更する可能性がある    27％ 

     ・変更する可能性はない    13％ 

     ・わからない         57％ 

 

※ピークカット・ピークシフト 

昼間の電力使用の多い時間帯について、節電（ピークカット）や事業活動量を他の

時間帯へ移すこと（ピークシフト）によって電力使用料金を減らす取り組み 

 

（8）電力購入先を選ぶ際に障害となっていること（新電力会社へ変更することへの障害） 
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な供給ができるか不安がある 

一般電気事業者以外の供給事業者は事業が安定的でないと思う 

変更のための工事などのコストや手続きが煩雑だと思う 

電力購入先を選ぶ際の障害 
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第２節 電力供給の自由化と新電力会社 

（１） 電力供給の自由化の動向 

【電力システム改革の動向】 

現在、国は、「①電力の安定供給の確保」、「②電気料金の抑制」、「③需要家の選択肢や事

業者の事業機会の拡大」の 3 つを目的として、電力システム改革を実施している。 

「①電力の安定供給の確保」では、送配電部門の中立化を図りつつ、需要側の工夫を取

り込むことで需給調整能力を高めて広域的な電力融通を促進し、また、「②電気料金の抑制」

では、競争の促進や発電投資の適正化等により料金を最大限に抑制することとしている。

さらに、「③需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大」では、需要家のニーズに多様な選

択肢で応えるとともに、他業種や他地域からの参入等により、電力の需給体制の革新を促

進することとしている。 

 

図表 7 電力システム改革の目的 

目 的 概 要 

①電力の安定供給の

確保 

東日本大震災以降、多様な電源の活用が避けられないなかで、送

配電部門の中立化を図りつつ、需要側の工夫を取り込むことで需

給調整能力を高め、広域的な電力融通を促進する。 

②電気料金の抑制 競争の促進や、安い電源から順に使うことの徹底、需要家の工夫

による需要抑制等を通じた発電投資の適正化により、電気料金を

最大限に抑制する。 

③需要家の選択肢や

事業者の事業機会の

拡大 

需要家の電力選択のニーズに多様な選択肢で応える。また、他業

種、他地域からの参入、新技術を用いた発電や需要抑制策の活用

を通じてイノベーションを誘発する。 

（出典）経済産業省「電力システム改革について」（2015 年 11 月） 
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これらの目的を達成するために、国は、「①広域的な送電線運用の拡大」、「②電力小売参

入の全面自由化」、「③法的分離による送配電部門の中立性の一層の確保」の３つを大きな

柱とし、電力システム改革を進めている。 

 

図表 8 電力システム改革の全体像 

 
（出典）経済産業省「電力システム改革について」（2015 年 11 月）より作成 

 

  

広域的運営
推進機関の設立

小売参入の
全面自由化

送配電部門の
法的分離

2015年4月 2016年4月 2020年4月

①広域的な送電線
運用の拡大

②小売参入の全面自由化

③法的分離による送配電部門
の中立性の一層の確保

料金規制
の撤廃
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第１の柱は「広域系統運用機関の設立」である。同機関は 2015 年 4 月に設立された。

これは、地域を越えて電気を融通しやすくし、災害時等に停電が起こらないようにするこ

とが狙いである。 

 第２の柱は「小売参入の全面自由化」であり、2016 年 4 月に完全実施される予定であ

る。 

 我が国の電力小売の自由化は段階的に実施されてきており、2000 年３月に大規模の需

要家（契約電力 2 千 kW 以上、特別高圧）、2005 年４月に中規模工場など中規模の需要

家（契約電力 50kW 以上、高圧）への電力供給が自由化された。そして今回の 2016 年

４月の契約電力 50kW 未満の需要家への低圧電力供給の自由化により、電力小売が全面的

に自由化される。 

 これにより、一般家庭でも電力会社や料金メニューを自由に選べるようになり、小売全

面自由化後は、事業者間の競争等を通じて電気料金が抑制されることが期待されている。 

 

図表 9 電力小売の自由化の経緯 

 

（出典）経済産業省「電力システム改革について」（2015 年 11 月）より作成 

 

 第３の柱は「法的分離による送配電部門の中立性の一層の確保」であり、2020 年 4 月

に電力会社の送配電部門が分社化され、誰でも自由かつ公平・平等に送配電ネットワーク

が利用できるようになる予定である。 

 

  

大規模工場

2000年3月 2005年4月

大規模工場

中規模工場
スーパー等

2016年4月

大規模工場

中規模工場
スーパー

一般家庭
コンビニ等

一般家庭
コンビニ等

中規模工場
スーパー

一般家庭
コンビニ等

＜自由化部門＞ ＜自由化部門＞ ＜自由化部門＞

＜規制部門＞

＜規制部門＞

契約電力2千kW

契約電力50kW

特
別
高
圧

高

圧

低

圧
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（２） 新電力会社の登場 

新電力会社（以下、新電力 PPS）とは、特定規模電気事業者と呼ばれ、電力小売自由化

が始まった 2000 年以降に登場した。東京電力、関西電力など従来からの大手 10 社以外

の電力会社で、契約電力が 50kW 以上の特定規模電力需要先（例えば、工場、ビル、大手

の病院、ショッピングセンターなど大規模店舗）に対し、電力供給を行う事業者のことで

ある。2000 年から段階的な電力自由化が進むにつれて、その数は年々増加し、現在約 850

社（法律に基づく登録ベース）、またこのうち実際に電力を供給している企業は、現在 72

社となっている。 

 

新電力は、自前の発電設備のほか外部からも電力を仕入れ、それを一般電気事業者が持

つ送配電設備を利用して、需要家に電力を供給する。外部からの電力は、競争入札等の手

続により発電設備を持つ企業や自治体と契約を交わすことで調達している。 

 

 

図表 10 新電力の基本的なビジネススキーム 

 

 

新電力にトラブルが発生した場合、一般電気事業者（上図では電力会社）が電力供給を

バックアップする義務があるため、新電力はその代償としてペナルティ料金（インバラン

ス制度：30 分単位で±3％以内の発電と消費電力量の同時同量達成が義務づけられている）

を負うことになっている。このため、新電力からの電力供給が途絶（停電）した場合も、

需要家への供給は一般電気事業者がフォローすることになっており、需要家に停電などの

影響はない。 

2016 年４月からの家庭向けなどの電力小売の全面自由化を睨んで新電力会社が急増し

ているが、この場合も停電などに対しては同じようなフォローする体制があり心配はない。 

 

 

新電力会社には、大阪ガスなど（自社で）発電設備をもつ社もあるが、発電設備を持たず、
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卸し電力や太陽光、バイオマス、風力などの自然エネルギーを他から購入して需要先に販

売する会社が多い。また 2016 年４月からは小売電力事業者として一般家庭など小口電力

の供給も行う（販売を行う）社も多い。ちなみに、新電力企業の 2015 年 10 月期の電力

販売量のランキング（20 位まで）を眺めると、次のようなものとなっている。大阪ガス、

東京ガス、NTT が出資する（株）エネットが、最大で突出している。 

 

新電力会社別企業向け電力販売量順位（2015. 10） 

①（株）エネット 990、 

②大王製紙（株）282、 

③（株）F‐Power 250、 

④丸紅（株） 215、 

⑤JX 日鉱日石エネルギー 131、 

⑥日本テクノ（株） 123、 

⑦日本ロジテック協同組合 118、 

⑧オリックス（株） 117 

⑨新日鉄住金エンジニアリング（株） 94.7 

⑩サミットエナジー（株） 84.6 

11 ミツウロコグリーンエネルギー（株） 57.1 

12 昭和シェル石油（株） 47.3 

13 イ―レックス 44.9 

14 伊藤忠エネクス（株）43.4 

15 エネサーブ（株）40.9 

16 ダイヤモンドパワー（株） 36.9 

17 パナソニック（株） 25.9 

18 （社）電力託送代行機構 25.6 

19 テプコカスタマーサービス（株） 16.4 

20 中央電力エナジー（株）13.2 

単位：百万 kWh、出所：「全国の新電力事業者（PPS）一覧」 

 https://enecharge.jp/pps/areas/all 
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（３）高圧電力を供給している主な新電力会社 

①老舗の新電力会社 

新電力の老舗として、①業界最大手のエネット、②中部電力子会社のダイヤモンドパワ

ー、③住友商事グループのサミットエナジー、④独立系の F-Power などが広く知られてい

る。 
 

図表 11 老舗の新電力の概要 

会社名 概 要 

株式会社エネット 新電力最大手。NTT ファシリティーズ、東京ガス、大

阪ガスが共同出資。自前の大規模な発電設備を持つ。 

ダイヤモンドパワー株式会社 新電力登録第１号事業者。中部電力の子会社。 

株式会社Ｆ-Ｐower 株式会社ファーストエスコから電気事業を分割して創

設。自治体発電所から電力を落札するなどして販売。 

サミットエナジー株式会社 住友商事グループの新電力会社。自前の発電設備を持

ち、再生可能エネルギー電源も保有。 

 

〇株式会社エネット 

会 社 名 株式会社エネット 

所 在 地 東京都港区芝公園二丁目 6 番 3 号 

設立時期 2000 年 7 月 

展開地域 沖縄を除く電力 

特  徴  新電力最大手で業界シェアは 4 割 

 NTT ファシリティーズ、東京ガス、大阪ガスが共同出資 

発電設備  泉北天然ガス発電所（大阪ガス） 

 姫路発電所（大阪ガス） 

 扇島パワーステーション（東京ガス） など 

 

〇ダイヤモンドパワー株式会社 

会 社 名 ダイヤモンドパワー株式会社 

所 在 地 東京都中央区日本橋本石町 3 丁目 2 番 3 号 

設立時期 2000 年 3 月 

展開地域 関東、中部 

特  徴  新電力登録第 1 号事業者 

 中部電力と三菱商事が共同出資 

 2016 年 1 月に首都圏都市ガス 9 社への電力供給を発表 

発電設備  美浜シーサイドパワー新港発電所（電源開発） 

 鈴川エネルギーセンター（日本製紙） など 
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〇株式会社 F-Power 

会 社 名 株式会社 F-Power 

所 在 地 東京都港区六本木一丁目 8 番 7 号 

設立時期 2009 年 4 月 

展開地域 沖縄を除く全国 

特  徴  ファーストエスコから電気事業を分割して創設された独立系 

 自治体保有の発電所から電力を落札するなどして販売 

 2016 年 1 月に「市場連動型電力料金メニュー」を打ち出し 

発電設備  新中袖発電所 

 新潟ニューエナジー など 

 

〇サミットエナジー株式会社 

会 社 名 サミットエナジー株式会社 

所 在 地 東京都中央区晴海 1 丁目 8 番 11 号 

設立時期 2004 年 4 月 

展開地域 全国 

特  徴  住友商事の 100％子会社 

 再エネ電源を積極的に取り入れ 

 2015 年 4 月に J-COM への電力供給を発表 

発電設備  サミット美浜パワー 

 サミット小名浜エスパワー など 
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図表 12 サミットエナジー（住友商事系）の電力調達・供給のフロー 

 

（出典）サミットエナジー資料 
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②特色ある新電力 

また、特徴的な新電力会社としては、⑤集合住宅（マンションなど）へ特化のオリック

ス電力、⑥協同組合方式で事業を展開する日本ロジテック協同組合、⑦電源を環境配慮電

力に特化する出光グリーンパワーなどが挙げられる。 

 

〇オリックス電力 

会 社 名 オリックス電力株式会社 

所 在 地 東京都港区芝浦 1-1-1 

設立時期 2010 年 5 月 

展開地域 全国 

特  徴  オリックスと大京が共同出資 

 集合住宅における電力供給に特化（高圧一括受電） 

発電設備 － 

 

 

図表 13 オリックス電力のビジネスモデル 

 

（出典）オリックス電力 website 
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〇日本ロジテック協同組合（2016 年３月末で新電力から撤退を表明） 

会 社 名 日本ロジテック協同組合 

所 在 地 東京都中央区佃一丁目 11 番 8 号 

設立時期 － 

展開地域 全国 

特  徴  協同組合方式により電力小売ビジネスを展開し、組合員に電力

を供給 

 組合への出資金は 1 口 10 万円で、会費は年間 1.2 万円 

発電設備 － 

 

図表 14 日本ロジテック協同組合のパンフレット 

 

（出典）日本ロジテック協同組合 website 
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〇出光グリーンパワー 

会 社 名 出光グリーンパワー株式会社 

所 在 地 東京都千代田区丸の内三丁目 1 番 1 号 

設立時期 2009 年 11 月 

展開地域 関東、関西 

特  徴  出光興産の 100％子会社 

 高付加価値の環境配慮電力（グリーンエネルギー） 

 に特化 

 顧客は学校、幼稚園、自治体、老舗旅館等 

発電設備  二又風力開発（日本風力開発と共同） 

 土佐グリーンパワー（高知県森林組合連合会等と共同） など 

 

図表 15 出光グリーンパワーのパンフレット 

 

（出典）出光グリーンパワーwebsite 
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③異業種から提携・参入の新電力 

新電力事業には、従来からの大手電力会社系以外にガスや通信分野などからの参入が相

次いでおり、また業務提携の動きが活発である。たとえば、異業種間の提携例として、電

気と通信では、東京電力がソフトバンク、中部電力が NTT ドコモ、関西電力が KDDI と業

務提携を行っている。また、同業種の提携例として、ガス分野では、大手都市ガス事業者

が地域の LP ガス事業者と提携する動きが活発化している。東京ガスは武州ガスと電力小売

販売に関する提携を行うなど、各社とも電力販売を通じて顧客の囲い込みを進めている状

況である。 

 

 

 

（３） 関西エリアを中心とした新電力会社の動き 

関西エリアを地盤とする新電力企業の動きは、以下の通りである。 

 

図表 16 関西エリアを地盤とする新電力の動き 

分 野 企 業 名 概 要 

電 力 関電エネルギー 

ソリューション 

関西電力の 100％子会社で、2014 年 4 月より営業開

始。KDDI と提携し、首都圏攻略を狙う。 

ガス 大 阪 ガ ス 2015 年 7 月より営業開始。NTT ドコモと提携。伊丹

産業、河内長野ガスなどとの提携も検討中。 

伊 丹 産 業 2016 年 4 月を目処に電力小売に参入予定。電気をガス

とセット販売する。洸陽電機が電力の調達、需給管理を

サポート。 

大和石油ガス 2015 年 4 月より営業開始。電気をガスとセット販売。 

通 信 NTT スマイル 

エナジー 

NTT 西日本とオムロンの共同出資により設立。2014 年

9 月より営業開始。太陽光発電による電力を集約し、大

手新電力に販売。 

住 宅 大和ハウス工業 2014 年 10 月より営業開始。水力など自社電源の保有

に積極的で、マンションをはじめ、住宅にも電力を販売

予定。 

（出典）各種資料をもとに作成 
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第 2 章 工場・事業場の電気料金の抑制策 

      －節電対策マニュアルとその効果事例― 

 

企業が取り組む節電対策としては、次の「対策集」がわかりやすい。また、全体の対策

もカバーしている。このため全文を掲載する。 
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第３章 電気料金抑制に役立つ取組み事例 

第１節 個々における対策と取り組み事例 

 個々の企業や事業所は、従来から諸種の省エネ・省電力の対策を採っている。まとめれ

ば次のようになろう。個々の企業における特徴的な取り組み例（一部）を紹介する。 

 

 

対 策 効 果 

省 エ ネ ル ギ ー 日常の節電、不要時の消電。電力使用機器・設備の更新や運用

改善等を通じて電力使用量を抑制 

ピ ー ク カ ッ ト 電力使用のピーク（最大電力量）を削減することにより、契約

電力（基本料金部分）を引き下げ 

 

＜ピークカット＞ 

電力負荷平準化の方法のひとつであり、日単位あるいは年単位で需要の高低差が存在する

電力負荷曲線の高負荷部分を低減すること。電力需給がタイトになり電力価格が急騰した

場合、電力使用を控えるといった行動のほか、省エネルギーなどによっても実現可能。 

 

 

ピークシフト 総電力使用量は変えられないとしても、電力需給がタイトにな

る時期や時間帯（昼間）から、需給が緩慢な（電気料金が割安

な）休日・夜間へ負荷を移行させることにより電気料金を引き

下げ 

電力マネジメント ・ デマンド監視装置の導入など省電力の励行 

・ 自家発電（コージェネなど）設備の活用、余剰電力の売却な

ど 

受電（電力購入）の 

仕組みの変更 

・ 新電力への切替え（本書 P.15～21 参照） 

・ 共同受電への参加ほか 
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取り組み事例 

 

① 

対  策 高効率空調設備への更新 

企  業 （名 称）（株）A 製作所 

（所在地）大阪府高槻市 

（事 業）送風機・産業機械の設計・製作・据付 

取組概要  2012 年度に事務所棟において COP の小さい空調機 9 台をエネルギ

ー効率の高い空調機に更新 

 新設空調機用の積算電力計も設置 

取組効果  高効率空調設備への更新により電気使用量を削減 

ポイント  積算電力計を設置し、電力使用状況をモニタリング 

 高効率空調設備の更新による温室効果ガス削減量を J-クレジット制度

を用いてクレジット化し、設備投資の一部に充当 

（出典）J-クレジット制度 website における A 製作所のプロジェクト計画書（通常型 No.26） 

 

 

 

② 

対  策 工業炉の更新 

企  業 （名 称）B 金属工業（株） 

（所在地）兵庫県姫路市 

（事 業）アルミニウム等金属製品の製造 

取組概要  2013 年度にアルミニウム製造用の工業炉（重油焚 11 基）を高効率

の LNG 焚工業炉に更新し、エネルギー使用効率を改善 

取組効果  工業炉の更新によりエネルギー使用量を削減 

ポイント  重油から LNG への燃料転換 

 工業炉の更新による温室効果ガス削減量を J-クレジット制度を用いて

クレジット化し、設備投資の一部に充当 

（出典）J-クレジット制度 website における B 金属工業のプロジェクト計画書（通常型 No.83） 
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③ 

対  策 エネルギーマネジメントシステムの導入 

企  業 （名 称）（株）C 

（所在地）大阪府大東市  

（事 業）試作品製造業 

取組概要  2012 年に工場及び事務所建物にエネル

ギーマネジメントシステムを導入。エア

コン 16 台を自動的に制御。 

 契約電力を 185kW（2011 年）から

155kW（2012 年）へと 30kW 引き下

げ。電力使用量も削減。 

 設備の投資回収年数は約 1.8 年と想定さ

れている（初期投資額は 105 万円）。 

 

（対策実施前後の電力使用量） 

 

取組効果  エネルギーマネジメントシステムの導入により電気料金を削減 

ポイント  エアコンの自動制御による契約電力の引き下げ 

 株式会社コム・トレードの全自動デマンド管理システム DCD を導入 

（出典）大阪府環境農林水産部エネルギー政策課 website 等より作成 

 

 

 

 

 

 

デマンドコントローラー 
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④ 

対  策 エコアクション 21 の活用 

企  業 （名 称）（株）D 工作所 

（所在地）大阪府東大阪市 

（事 業）別注スチール家具・ステンレス家具、各種精密板金加工などの

製造・販売業 

取組概要  2004 年に「エコアクション 21」を認証

取得 

 2014 年に本社 1F 機械工程の照明を消費

電力の少ないものに変更 

 空調機の使用前にフィルターの清掃するこ

とで、設備負担を削減 

 デマンド監視装置を導入し、目標を超える

と社内アナウンスで、不要な電気を切るように呼びかけを実施 など 

 

（照明器具の取替えの実施前後） 

 

 

（空調機のフィルター清掃の状況） 

 

取組効果  エコアクション 21 を活用し、ハード面、ソフト面の様々な対策を実

施し、電気料金を削減 

ポイント  電気料金の削減対策等を継続させるしくみづくり（地球・環境フォー

ラム第 18 回環境コミュニケーション大賞環境レポート部門「優良賞」

を受賞） 

（出典）大阪府環境農林水産部エネルギー政策課 website 等より作成 
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第２節 地域単位の対策と取り組み事例 

（１） 地域単位の対策とその概要 

 

図表 17 地域単位の対策とその概要 

対 策 概 要 

①地域電力マネジメント 地域で電力マネジメントを行い、電力使用量、最大電力を抑制 

②電 力 の 共 同 購 入  電力を地域でまとめて購入し、電気料金を削減 

③電 力 の 融 通 電力を地域内で融通し、余った電力を地域外に販売 

 

 個々の企業や事業所での単独での取り組みとは異なり、一定の地域内での協同（共同）

の取り組みとなる。難しい課題があるが、効果は大きい。対策は、大きくは上記のように

①～③となるものの、実際には複合して同時に（合わさって）取り組まれることが多い。 

  

①電力の地域マネジメントとは、あらかじめ地域組合で全体の目標使用電力量などを合意、

取り決めておき、それを基準とした電力使用量、使用時間帯などを制御しようというも

のである。各種の測定機器を使いながら、組合事務局が監視役を担うことが多い。 

 

②電力の共同購入は、㋐一括（高圧）受電 → ㋑変圧・調整 → ㋒各企業や事業所へ配電

という仕組みである。共同の受変電設備（費用負担）が必要となる点に難しさがある。 

 

③電力の融通策とは、地域内の企業や事業所が持つ自家発電設備（コージェネ装置など）

に着目し、一般電気事業者からの購入電力分にこの自家発電分を合わせて、地域内電力

需給の最適化を図ると共に、余剰電力は一般電力会社や周辺の自治体など外部へ売電す

る仕組みである。  
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（２） 地域の対策と取組事例 

①地域電力マネジメントの事例 

〇川口新郷工業団地協同組合 

対  策 地域電力マネジメント 

地  域 （名 称）川口新郷工業団地協同組合 

（所在地）埼玉県川口市本蓮４丁目３番３８号 

（構 成）82 社の組合員で構成（日用品関連、建材・鋼材・運送関連、

食料品関連、衣料品関連等） 

取組概要  1970 年に設立、1975 年に共同受電を開始 

 20 年以上前から電炉メーカー２社により、輪番休業という形で最

大電力の管理が行われており、組合事務局を通じて、電炉の運転

日が重ならないよう調整 

 大口組合員には電力デマンド計を設置し、組合で地域の使用電力

を概ね把握できる仕組みを持つ。 

 電力使用制限時は、午前８時時点の使用電力予想で、当日の削減

目標達成の見込みを判断し、困難と予想した場合は、組合員に一

斉に FAX を送るとともに、各社に電話、あるいは個別訪問し、

可能な限りの節電を要請 

取組効果  電力使用制限時に組合全体の最大電力を 15％程度削減し、電気料

金を抑制 

ポイント  組合が地域の使用電力を把握できる仕組みの構築（大口組合員へ

の電力デマンド計の設置等） 

 組合が事務局となり、地域の電力マネジメントを実施 

（出典）関東経済産業局「中小企業等による『連携』省エネ活動事例集」（2012 年 3 月）、川口新郷工業

団地協同組合 website 

 

図表 18 地域電力マネジメントの概念図 

 

  

地 域
（ 組 合 ）

組合員

組合員

組合員

電力マネジメントによる
電気料金の削減
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②電力の共同購入の事例 

 

図表 19 電力の共同購入の概念図（電力の一括購入） 

 

 

 

 

〇尼崎鉄工団地協同組合 

対  策 電力の共同購入 

地  域 （名 称）尼崎鉄工団地協同組合 

（所在地）兵庫県尼崎市東海岸町 1 番地 63 

（構 成）24 社の組合員で構成 

取組概要  1967 年に設立 

 公害問題を背景として生

産性を阻害された会社を

集団移転 

 共同受配電設備を有し、各

組合員に供給（右：共同受

電設備の写真） 

取組効果  電気の一括購入により料金を引き下げ 

ポイント  電気の配分供給事業を実施 

（出典）尼崎鉄工団地協同組合 website 

 

  

電力会社
地 域

（ 組 合 ）
組合員

組合員

組合員

一括購入

電力供給

※特高契約による
料金引き下げ

※引き下げ分は
組合と個社の双方
でメリットを分配

料金支払

受変電設備
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〇江別工業団地協同組合 

対  策 電力の共同購入 

地  域 （名 称）江別工業団地協同組合 

（所在地）北海道江別市工栄町 15 番地の１ 

（構 成）133 社の組合員で構成（製造業、建設業、サービス業、運

輸・通信等） 

取組概要  1979 年に設立、1986 年に共同受電を開始 

 工業団地は札幌市中心部より直線距離 15km の位置に立地 

 共同受配電設備を有し、各組合員に供給（右：共同受電設備の写

真） 

 組合企業の電気代は定価の 4％引き（値引率は理事会で検討） 

取組効果  電気の一括購入により料金を引き下げ 

ポイント  組合が設備投資を行い、電気の配分供給事業を実施 

 料金引き下げによるメリットを組合と各組合員の双方で分配 

（出典）江別工業団地協同組合 website 

 

 

〇川口新郷工業団地協同組合 

対  策 電力の共同購入 

地  域 （名 称）川口新郷工業団地協同組合 

（所在地）埼玉県川口市本蓮４丁目３番３８号 

（構 成）82 社の組合員で構成（日用品関連、建材・鋼材・運送関連、

食料品関連、衣料品関連等） 

取組概要  1970 年に設立、1975 年に共同受電を開始 

 東京電力より一括で電気を購入し、各組合員に配分供給（６.6 万

Ｖの特別高圧の電気を購入し、組合所有の変電設備で 6.6 千Ｖま

で下げて各組合企業に送電） 

 組合企業の電気代は定価の 2％引きで、その値段と組合が東京電

力から購入する電気料金との差額が組合の収入 

 組合収入は、設備投資借入金の返済、共同受配電施設の維持管理・

補修等に充当 

取組効果  電気の一括購入により料金を引き下げ 

ポイント  組合が設備投資を行い、電気の配分供給事業を実施 

 料金引き下げによるメリットを組合と各組合員の双方で分配 
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③電力融通の事例 

 

図表 20 電力融通の概念図（電力の一括購入＋発電事業） 

 

 

 

 

対  策 電力融通 

地  域 （名 称）第二仙台北部中核工業団地 

（所在地）宮城県黒川郡大衡村中央平１番地 

（構 成）トヨタ自動車東日本本社・宮城大衡工場、トヨタ紡績東北、

ソーラーフロンティア、東横化学、すかいらーく等 

取組概要  事業組織として 2013 年に「F-グリッド宮城・大衡有限責任事業

組合（F-グリッド宮城・大衡 LLP）」を設立 

 自家発電設備（ガスエンジンコージェネレーション等）による電

力と電力会社から購入した電力の制御・最適化を図りながら、工

業団地内へ効率的に供給を行い、非常時に電力会社を通じて役場

などに電力を融通 

取組効果  電気の一括購入、電力販売により料金を引き下げ 

ポイント  組合が発電設備を用いて、地域エネルギー事業を実施 

 地域外への電力供給により販売収入を確保 

（出典）トヨタ自動車公表資料、第二仙台北部中核工業団地 website 

 

  

電力会社
地 域

（事業組織）

一括購入 電力供給

料金支払

発電設備

電力販売

受変電設備

組合員

組合員

組合員
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図表 21  F-グリッド宮城・大衡有限責任事業組合の概要 

出 資 金  946 百万円 

組合代表  トヨタ自動車 

組 合 員 

（11 社） 

 トヨタ自動車、トヨダ自動車東日本、豊田通商、東北電力、トヨ

タ紡績東北、すかいらーく、トヨタ輸送、中央精機東北、ビュー

テック、ベジ・ドリーム栗原、仙台市ガス局 

事業内容  組合員への電力の供給 

 組合員への熱（蒸気および温水を含む）の供給 

 電力供給、熱供給、節電、省エネルギー、蓄電およびエネルギー

マネジメントに必要な設備、機器、ソフトウェア等の販売、リー

ス、レンタル 

 組合員が所有する電力・熱関係の設備の保守・管理業務の受託 

 組合員への電力および熱に関する技術、知識、ノウハウ等に関す

る情報提供 

 地震等による大規模災害時において、本団地（第二仙台北部中核

工業団地）の近隣の公共施設等への電力供給を予定する電気事業

者への売電 

 組合が行う業務に関する広報活動 

（出典）トヨタ自動車公表資料 

 

図表 22 第二仙台北部中核工業団地の地図 
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（出典）第二仙台北部中核工業団地 website 

図表 23 第二仙台北部中核工業団地における電力融通事業 

 

（出典）トヨタ自動車公表資料 

  

http://newsroom.toyota.co.jp/pages/news/images/2015/10/22/1330_fgrid/001_jp.jpg
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（資料）電気料金削減へ向けてのQ&A  

 

＜企業の諸対策―節電と省エネ設備＞ 

Q１．近年の電気料金値上げに対し大阪の中小企業はどのような対策を講じたのか。 

 

A１．本文の中でも紹介しましたが、大阪地区の中小企業の対応は下図のようなものでした。 

出典：大阪信用金庫「電気料金値上げの影響と特定規模電気事業者の利用について」 

 

既存設備のままだが節電した」が最も多く過半です。「省エネ型の設備に更新した」が 27％

と２番目となっていますが、「打つ手がない」（25％）とした企業の数とほぼ同じとなって

います。新電力への変更など、「契約電力会社の見直し」は１割未満（8.4％）と僅かなも

のに留まっています。 

  

 電気料金を抑えたり削減するためには大きく、(A)基本料金部分の削減と、(B)使用電力

部分の削減の２通りの方法があります。「節電」とか「省エネ設備の機器への更新・取り替

え」は(B)の電力使用量の削減に役立つほか、「力率割引」をも改善し、(A)部分の削減にも

役立ちます。「節電」とか「省エネ設備や機器への更新」はこのように電気料金抑制の基本

となる対策です。 

 

 

 

 

 

 



68 

  

＜基本料金の削減―ピークカット＞ 

Q２．[基本料金]を下げたい。その対策を教えてほしい。 

 

A２．電気料金の内、基本料金は契約電力（kW）×基本単価（円／kW）×力率割引率で求

められています。これから分かるように、「契約電力」を下げること、次に「力率割引」

を大きくすることです。契約電力は、500kW 以上の場合は電力会社との協議となりま

すが、500kW 未満の場合は、最大需要電の値によって自動的に更新されます。そのた

め、一時的に多くの電力を使ってしまうと、その後の１年間の基本料金は上がってしま

います。 

    出典：大阪電力選べる環境づくり協議会 

 

したがって、上図の最大需要電力（ピーク時使用電力）を抑えるため（これをピークカッ

トといっていますが）、他の時間帯に分散・移動させることです。電力を使用する時間帯を

集中させない工夫です。 

 次に、「力率割引」の改善があります。力率とは、分かりやすくいえば電力の使用効率と

考えることができます。この改善は基本料金の削減に役立ちます。コンデンサや自動力率

調整器を導入して無効電力の削減などを図り、力率を○○％改善するというような工夫で

す。一定の（100 の）電力供給があっても、機械やモーターの性能が劣った場合などでは、

実際には 60 の力しか働かないということになります。60％と低い場合は、力率は 60÷

100＝0.6 ということになり、「力率割引」の値は、1.85－0.6＝1.25 となってしまいま

す。 
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＜電力量料金の低減―ピークシフト＞ 

Q3．[電力量料金]を下げたい。「節電」や「省エネ設備更新」以外に何かないか。 

 

A３．電力量料金を下げるには、電力需要が高くなるピーク時間帯（平日昼間など）の電力

使用量を電気料金の安い時間帯（夜間、休日など）に移動させることにより、使用電

力量は同じでも電力量料金を抑えることができます。 

    出典：大阪電力選べる環境づくり協議会 

 

 

 

これをピークシフトといっていますが、総使用量は変わらなくても時間帯別の電力単価の

差を利用し、トータルの電気料金を下げることに役立ちます。 

 

 

Q４．負荷率とは何か？うまく電気を使うとは？ 

 

A4．負荷率は次の①÷②として求められます。 

 

  ①＝年間の使用電力量（kWh） 

  ②＝契約電力量（年間）＝契約電力（kW）×24h×365 日 

 

（例）契約電力 350kW の A、B、２つの工場の場合で、電力使用量に差があるとき、 

 A 工場 

 ①＝1,500,000kWh（年間使用量） 

  ②＝350kW×24×365＝3,066,000kWh  

 

この場合の負荷率は ①÷②＝48.9% 
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B 工場 

 ①＝600,000kWh（年間使用量） 

 ②＝3,066,000kWh（契約電力量）－A 工場と同じ 

 

 この場合の負荷率は ①÷②＝19.6％ 

 

A 工場は、負荷率 48.9％と高く、「電気を上手に使っている」といえます。電気料金（単

価）が B 工場と比べ約４割と安くなるからです。 

 

 B 工場は、負荷率 19.6％と低く、電気の使い方が上手とはいえません。ピークカットす

るなどして、契約電力（kW）見直し・再検討する余地があります。 

 

 

 

＜節電のための装置―デマンド監視装置＞ 

Q5．設定した目標電力値の範囲内に常時コントロールする方法はあるか。 

 

A5．警報などで知られる「デマンド監視装置」の導入が有効で、次のように働きます。 

  ・電気の使用状況を眼で見ることができる 

  ・目標電力を超過する恐れがある場合には警報などによって知ることができる 

  ・負荷を調整することで、自動制御ができる 
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＜一括受電（共同受電）―電力単価の低減＞ 

Q6．一部のマンションなどでは、一括受電によって電気料金が安くなったというが本当か。 

 

A6．大規模なマンションや各種の事業所が集まった工業団地などで全国的に見られます。 

  電力会社から１ヶ所に（超）高圧の電力供給を受けた後、それを低圧などに変圧し、

各需要家（各企業や各住宅）へ配電する方式です。（超）高圧電力の供給価格は安く、

低圧電力の供給価格（単価）との間には 30％くらいの差があり、これを利用して各需

要先に割安な電気料金とすることができます。しかし、共同受変電などの装置が必要

です。このための費用は、一般電力会社ではなく事業者ひいては需要家が負担するこ

とになります。この問題があって既存のマンションとか企業団地では、一括受電方式

の導入はなかなか難しいといわれています。 

 

 

＜新電力への切り替え―新電力とは＞ 

Q7．「新電力」に変更する企業が増えていると聞くが、「新電力」とは何か。 

 

A7．「新電力」とは、わが国で 2000 年以降進められてきた電力自由化政策の中で登場し

たもので、従来からの一般電力会社（北海道電力、東北電力、北陸電力、東京電力、

中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力の計 10 社）以外の電

力小売り会社のことです。特定規模電気事業者とも呼ばれています。電力の品質など

は従来の電力と全く同じものです。電源は自社で発電した分や一般の工場などでの発

電の余剰分、電力の卸市場からの購入分を用います。最近の調査（2015 年５月、大

阪地区中小企業に対する調査。大阪信用金庫）によれば、「新電力企業を全く知らない」

とする企業が半分以上もあり、反面、「よく知っている」企業は 3.8％と極めて少ない

のが現状です。 

 

●新電力（特定規模電気事業・PPS）の認知度 

             ＜新電力について知っていますか？＞ 

          

54% 42% 

4% 

全く知らない 

少し知っている 

良く知っている 
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    新電力事業者は 2016 年４月から家庭用などの低圧（50kW 未満）電力の小売りが

自由化されることもあり、およそ 800 社（登録数）と大変増えてきています。電力市

場は全体で 20 兆円、この内、産業や業務用などの高圧電力マーケットは６割、約 12

兆円、家庭用は 8 兆円といずれも非常に大きいため、各方面からこの（電力小売り）

市場へ参入する企業（新電力）は今後も増加していくと思われます。 

 

 

Q8．電気事業者にはいく種類もあるそうですが。 

 

A8．その通りです。全部で６種類もあり少しややこしいですが、次のようです。 

 

区分 用件および概要 備考 

 

一般電気事業者 

一般の需要家（小売り先）に対して

電気（超高圧から低圧まで）を供給

する事業者 

東京電力・関西電力などの

10 社 

 

卸電気事業者 

一般電気事業者に電気供給。200 万

kW 以上の供給設備を所有する事業

者 

電源開発、日本電子力発電 

 

卸供給事業者（IPP） 

 

一般電気事業に対し、５年以上 10

万 kW 超 or 10 年以上 1,000kW

超の電気を供給 

公営水力、神戸製鋼、 

日立製作所など 

特定電気事業者 限定された場所に電気を供給する事

業者 

六本木ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ（株）、

東日本旅客鉄道など 

特定規模電気事業者

（新電力） 

50kW 以上の高圧電力を一般電気

事業者が所有する送電網を経由し電

気供給する事業者（届出制） 

本文参照 

 

 

小売電気事業者 

平成 28 年 4 月以降、電力小売りは

全面自由化されるが、東京電力や関

西電力などの電力大手 10 社以外は

経済産業大臣にこの事業者登録が必

要となったもの 

計 21 社が登録済み 

（平成 28 年２月現在） 
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＜新電力の電気料金＞ 

Q9．新電力は電気料金が安いと言われているが本当か。 

 

A9．新電力の電気料金は大きくいって、自社での発電費用や他社からの購入費用（電力調

達コスト）と電力を送配電するために一般電気事業者へ支払う託送費用、さらに自社

の人件費や広告費などの営業費用で構成されています。新電力各社は、発電コストの

低い発電装備の工夫、電力仕入（調達）コストの削減、販売にかかる営業費用の削減

などにより電気を安く供給できるとしています。実際例では、企業の電力使用などの

状況によっては、従来よりも 10％も安くなったり、また旧電力会社と同じで全く安く

ならないケースもあったりマチマチです。今のところ、数パーセント程度安くなるこ

とが多いようです。 

   しかし、電力自由化で先行している海外の例をみると、自由化後は多数の電力供給

事業者間で盛んに競争が行われますが、やがて、自前の発電設備を持ち、資金的体力

のある企業やそのグループに吸収・集約されて、価格競争は次第に落ち着いていく傾

向があります。 

 

 

〔電力の販売〕           〔電力の調達〕 

 

 

 

 

            

 

           

 

（販売）           （購入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

需要家 

（企業・事業所

など） 

新電力企業 

自前の発電設備 

他社が発電した電力 

自治体等の余剰電力 

電力会社の

送配電設備 
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＜新電力に適した業種（事業所）や施設＞ 

Q10．「新電力」はどのような業種や事業所、施設に適しているのか。 

 

A10．新電力にすると、どの業種や施設でも電気料金が安くなるとは限りません。しかし、

大体の傾向は分かります。 

 

（例）電気料金が低減できる可能性がある施設の電力使用パターンのイメージ 

 

 出典：大阪電力選べる環境づくり協議会 

 

 

例えば、 

①メッキや熱処理など金属加工業のように電力使用量が大きい事業所 

  ②事務所ビルなど契約電力に比べ電力使用割合が小さい施設 

  ③イベントホール、競技場やゴルフ場など時間帯や曜日、季節などで電力使用量の変

動が大きい施設 

  が挙げられます。しかし実際には、新電力数社からの見積書を比較しよく検討するこ

とが肝心です。 

 

 

＜新電力との契約―電力使用量と単価＞ 

Q11．新電力では、電気の使用量が多ければ多くなるほど料金単価（円／kWh）は安くな

るというが本当か。 

 

A11．その通りです。この理由は新電力の電気料金コストの内に、仕入れた電力をお客さ

ん（需要家）に送るための費用、一般電気事業者に支払う託送費用（いわば送電費用）

があります。大量に使用すればこの託送費用（単価）が安くなるからです。 
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Q12．単独契約とグループ契約、この違いは？ 

 

A12．電気は通常、電力供給事業者と個別需要家の間で契約が交わされ、事業者から個別

に電力が供給されることになりますが、複数の需要家のグループで電力をまとめて購

入することにより、電力料金が安くなる場合があります。電力料金は需要が少ない先

ほど単価が高い傾向にあるため、複数の需要家をまとめて電力供給事業者と一括で契

約すれば、購入単価が下がるというわけです。 

   低圧需要家をまとめた方式を高圧一括受電、高圧需要家をまとめた方式を特高一括

受電と呼びますが、電力をまとめて購入した後にそれを配分する組織の立ち上げ・運

営や新たな受電設備の導入が必要となることがあって手間がかかるため、グループ契

約は現在、新装マンションで採用されることが多いようです。 

 

 

契約とグループ契約の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループでまとめて契約  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力供給

事業者 

電力供給 

事業者 
グループ 

個別需要家 

個別需要家 

個別需要家 

個別需要家 

個別需要家 

個別需要家 
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＜新電力との契約―部分契約＞ 

Q13．複数の電力会社と契約することはできるか。どんな場合に複数契約が有利となるの

か。 

 

A13．電気は１社と契約して全て供給を受けることが普通ですが、複数の企業から分けて

部分供給を受ける（部分契約をする）こともできます。 

次図は部分供給のパターンの１例ですが、電力会社 A から一定量のベース供給を

受け、電力会社 B から残りの供給を受けるようにします。ベース供給を得意とする

電力会社 A とピーク部分を得意とする電力会社 B を組み合わせることで、２社での

合計の電気料金が安くなる場合があります。電気使用量が多く、変動部分のピーク

需要やピーク発生時間が予測しやすい事業所は「部分契約」に適しているといえま

す。 

 出典：大阪電力選べる環境づくり協議会 

 

    いつも一定の時間帯に大量の電力を消費するような施設、例えばホテル、温浴施

設などです。電力供給事業者の立場からみると、ベース部分は需要が安定している

ものの常時供給が求められ、変動部分は常時供給が不要なものの需要が不安定な販

売先ということになり、変動部分の供給を特徴としている新電力もあります。 

部分供給契約を結ぶ以前に、A 社、B 社に「一本化した場合の見積り」を求める

ことが肝心です。需要が安定しているベース部分の供給を好む電力会社が多いこと

も頭に入れておきます。 
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＜新電力との契約―複数社の一括受電＞ 

Q14．A 社、B 社、C 社など複数の企業が一つの需要家として新電力と契約、電力供給を

受けることができるか。 

 

A14．電力の需要家は１つの企業や団体であることが普通です。しかし、電気の使用パタ

ーンが異なる複数社について、それらの需要を組み合わせて１つの物件とみなし、ピ

ーク時の電力を下げて基本料金を低減する方法を提案している新電力もあります。 

   次図はそのイメージを示しています。 

A、B、C 社ともピーク電力は 300kW、組み合わせるとピーク電力は 700kW です。 

 

                              A～C 社（一体） 

 

 

     A 社 

 

 

      

B 社 

 

 

      

C 社 

 

 

 

 出典：大阪電力選べる環境づくり協議会 

 

 

＜新電力との契約―共同受電＞ 

Q15．１つの工場団地にある多数の工場、事業所などが１つの需要家として新電力と電力

供給契約を結ぶことは可能か。 

 

A15．そのような契約は難しいでしょう。しかし、一定の組織、例えば団地組合として料

金の安い「特高一括受電契約」をして、その後変圧して各社に配電する仕掛けなら

ば可能です。その場合、マンションの一括受電時と同じく受変電装置の建設・設置

費用などの負担が掛かることになります。 
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＜新電力との契約―協同組合などによる電力の共同購入＞ 

Q16．異なった業種や規模の事業所でも共同で割安な電力を購入（受電）する仕組みがあ

ると聞くが、実際にはどうか。 

 

A16．任意の集まりの電力の共同購入は難しいでしょう。ただし、前問と同じく各社が、

例えば協同組合など一つの団体をつくり団体として電力を購入し、それを各構成員

（組合員など）に配るというような共同購入の仕組みならば可能です。現にそうい

うシステムで給電事業を行っている新電力団体があります。これからも増えそうで

す。 

 

 

＜新電力への見積もり依頼―そのための必要な資料＞ 

Q17．新電力に見積もりを依頼したい。どういう資料を用意すればよいか。 

 

A17．次の資料が必要です。 

  ア．現在の契約の種別（特別高圧・高圧の別、契約の種類） 

  イ．契約電力量（kW） 

  ウ．月別、また年間の使用量（kWh）、最大需要電力（kW） 

  エ．付帯割引契約の有無、また年間割引額 

  オ．契約期間（単年か複数年か） 

  以上ア～エは電力会社から毎月郵送されてきている「料金請求書」に記載されていま

す。 

  オは契約書で確認します。 

 

 

＜新電力への見積もり依頼―簡易な方法＞ 

Q18．新電力 10 社くらいから見積もりをとりたい。簡単な方法はないか。また、依頼手

続きを代行してくれる組織などはないか。 

 

A18．多くの会社と交渉し依頼するのは時間的にも大変でしょう。現在できる方法として

は、インターネット利用による見積りがあります。新電力のホームページから必要

事項をインプットすれば概略の見積り料金を簡単に知ることができます。しかし、

これも 10 社ともなり手間だとすれば、見積り依頼を代行する組織もあるようです。 
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＜新電力との契約―地域組合の支援＞ 

Q19．地域企業組合が組合員（会員）企業を特定の新電力に紹介し、その結果、契約が成

立したような時、組合はその新電力から紹介料（手数料）などをもらえるか。 

 

A19．地域の企業組合が特定の新電力会社の情報を組合員に紹介し、それによって組合員

と当該新電力会社の契約が成立する場合もあります。このような場合、新電力会社

の中には、事前の合意（契約）に従い、紹介料などを支払う企業もあります。もち

ろん、事前に組合員に対して、組合と当該新電力企業の関係を明らかにしておくこ

と、紹介料の支払いが当該組合員の余計な負担にならないことが必要です。 

    下図は参考図です。 
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＜新電力との契約―停電の心配はないか＞ 

Q20．事故などによって電気が止まったり、不況などで新電力会社が倒産し電気が止まる

ことはないか。 

 

A20．特に心配することはありません。次の①、②のようにです。 

   ①新電力は関電など一般電気事業者が所有し管理する送電線・配電線を使って電力

を需要家へと供給しています。送電線などの落雷とか故障による停電は考えられま

すが、これまでと同じように一般電気事業者の責任となります。 

    一方、新電力が設置した設備の点検や不具合とか故障によって、電力供給が止ま

ったり不足したりする場合も考えられます。この場合は事前に新電力と一般電気滋

養者との間で結ばれている「バックアップ契約」によって、直ちに一般電気事業者

が新電力に代わって電力を供給することになります。またこの場合の電気料金は新

電力の負担です。 

 

電力の常時バックアップの仕組み 

 

   ②一方、新電力会社が不況などで廃業や倒産することも考えられます。この場合も

他の新電力への交代とか一般電気事業者との契約に戻すことができ、電力を継続し

て受けられます。その場合、新規の契約となるためそれ以前の契約条件とは異なり、

新しい電気料金となります。 
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＜新電力への切り替え・契約変更－手続き、費用、時間、契約期間＞ 

Q21．新電力への切り替えを検討している。①旧電力会社との解約などの手続きは誰かや

ってくれるのか。②その手続きや契約変更に伴う費用はどのくらいか。③実際に切

替えに要する時間（日数）はどれ程か。 

 

A21．①解約手続きは全て新電力会社が行い、通信線の引き込みが必要となるなど特別な

場合を除き、費用は全くかかりません。 

   ②計量器設置やスマートメーターへの変更などの工事は現在契約している一般電力

会社（関西電力など）が行います。 

 

従来の電力メーターとスマートメーター 

従来の電力メーター スマートメーター 

  

 

 

     従来の電力メーターは検針員が目視で使用量をチェックしていますが、通信機

能を持つスマートメーターに一度切り替えれば、その後は契約先を再度切り替え

ても、メーターの交換工事は必要ありません。 

  

   ③新電力に切換えの際、一時停電することがありますが、通常は数時間、長くて半

日程度です。事前に日程など打合せ調整できます。 

   ④新電力と契約してから、新電力から実際に電力供給を受けるまでの期間は長くて

３ヶ月程度です。 

   ⑤新電力との契約期間（年数）は１年間、または２年間が通常です。契約期間の解

約には違約金を必要とする場合があります。契約前によく確かめてください。 
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＜新電力－主な企業＞ 

Q22．新電力のベスト 10 社くらい、またごく最近になって高圧向けのマーケットに参入

してきた企業についても教えてほしい。 

 

A22．報告書の本文でも記したように、電力小売り事業者は今も増えており、いわば戦国

時代にあります。このため、新しい企業の登場、既存の小売り事業者の消長が考え

られ、一概にいうことはできません。参考までに次の事業者ランキング（2014 年

度実績に基く）をご紹介しておきます。ただし、表の第６位にある「日本ロジテッ

ク（協同組合）」は経営不振により新電力から撤退すると公表（2016 年 2 月）して

います。 

 

新電力事業者のランキング（全国ベース） 

（※経済産業省「電力調査統計」における 2014 年度の送電端供給力の大きい順） 

順位 事業者名 送電端供給力（千 kWh） 

1 エネット 12,033,074 

2 Ｆ-Ｐｏｗｅｒ 2,728,945 

3 丸紅 2,519,297 

4 ＪＸ日鉱日石エネルギー 1,578,674 

5 日本テクノ 1,359,993 

6 日本ロジテック ※ 1,118,055 

7 オリックス 1,067,869 

8 新日鉄住金エンジニアリング 1,057,614 

9 サミットエナジー 1,036,971 

10 ミツウロコグリーンエネルギー 631,347 

11 昭和シェル石油 501,355 

12 イーレックス 457,001 

13 伊藤忠エネクス 425,699 

14 パナソニック 298,717 

15 電力託送代行機構 214,607 

16 出光グリーンパワー 127,478 

17 トヨタタービンアンドシステム 92,007 

18 中央電力エネジー 71,637 

19 東京エコサービス 70,449 

20 CNO パワーソリューションズ 69,661 

※ 日本ロジテック協同組合は 2016 年３月末以降、新電力事業から撤退予定 
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Q23．関西地区で 10 社くらい教えてほしい。 

 

A23．直近の電力供給量が多く、関西エリアを営業対象に含む電力供給事業者として、エ

ネット、F-Power、丸紅などが挙げられます。 

   電力供給事業者選定の基準として、電力料金の安さ以外に、自前の発電設備を持っ

ていること、販売実績が豊富であることが考えられます。これらの点も考え、次のよ

うな事業者が挙げられるでしょう。 

 

2014 年 4 月以降の高圧向けマーケットへの参入企業 

企業名 概要 

〇エネルギー系 

大阪ガス 

（大阪府） 

 2015 年 7 月に本格参入。コージェネレーションやガス空

調等と組み合わせ提案。それまではエネットを通じて販売。 

〇新電力系 

中央電力エナジー 

（東京都） 

 2014 年 4 月に参入。マンション向けに電力小売を実施し

てきた中央電力がマンション以外への電力販売のために設

立した会社。 

〇通信系 

ソフトバンク 

（東京都） 

 2014 年 7 月に参入。SB パワーと販売委託契約を結び、

ソフトバンクが販売。 

〇重電・プラント系 

川崎重工業 

（兵庫県） 

 2014 年 7 月に参入。子会社の川重商事が販売。 

タクマ 

（兵庫県） 

 2015 年 1 月に参入。プラントを保有・運営。 

日立造船 

（大阪府） 

 2015 年 4 月に参入。プラントを保有・運営。販売対象は

高圧以上の規模の事業者。 

〇その他 

泉佐野電力 

（大阪府） 

 2015 年 4 月に参入。電力を公共施設に供給し、将来的に

工場等に販売する方針。 
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高圧向けマーケットにおける新たな動き 

企業名 概要 

アップルツリー 

（東京都港区） 

 2015 年 9 月より特別高圧及び高圧事業者向けに電力販売を

開始。 

 高圧事業者向けに電力と通信をセットにしたプランの提供を

開始。同社提供の電力と同社が代理店として提供する携帯電話

料金プランにセットで加入することで料金を割り引く内容。 

日本瓦斯 

（東京都渋谷区） 

 関東圏における LP ガス販売大手。東証 1 部上場企業。 

 高圧事業者向けに電力とガスの割引セットの販売を開始。 

 

 

 

 

Q24．企業向け、高圧向けの電力料金にもセット販売による割引があるというが…。 

 

A24．首都圏では、高圧向けにも次のような「電力＋ガス（LPG）割引セット」や「電力・

通信のパッケージ、通信セットプラン」が始まっています。関西圏では今のところ

ありませんが、 やがて関西でも高圧電力料金のセット割引制度が始まるものと思

われます。その仕組みー首都圏プロパンガス大手のニチガスの提案例を紹介してお

きます。 
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＜料金の見通し―様子見は賢いか＞ 

Q25．一般電力会社と新電力間の競争に加え、新電力間のサービス競争もあって、電気料

金は今後安くなるのでは…？契約変更など慌てずに様子を見るのは賢い方法か。 

 

A25．この１～２年、原油価格の大幅な値下がりがあって、わが国の電気料金は少しずつ

値下がりしていますが、長期的には値上がりしていくものと思われます。諸外国の例

も同じです。最近の電力自由化の波の中、電力会社間の顧客獲得競争などを受けて競

争による値下げが見られます。しかし、新電力会社のコスト（原価）に対する利益率

はせいぜい３～４％程度とされます。よほど格安な電力を仕入れるとか自前の高効率

な発電設備を備えるなどの条件がない限り、どこの新電力会社にとっても今後の値下

げ余地は限られるでしょう。 

   １～２年間契約し、その期間の満了時に改めて料金やサービスの推移をみた上で態

度を決めるのも一方法です。あるいは、①関西電力などの一般電力会社に今後とも料

金値下げの余力があること、②新電力会社の料金やサービス内容も今後変わっていく

ことが予想されること、以上①②のことから当面様子眺めをすることも賢い方法かも

しれません。 


